
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































超過買付価格 1 28．9 39．1
協議買付価格 2．6 14．4
　（出所）石原享一「中国の価格改革と商品経済」（『アジア経済』1986年，第8号）より
　1985年からは，さらに義務供出制度が廃止されて，予約買付制度にとってかわられている。つ
まり，政府の強制的買付制度は姿を消すことになり，農民の意志によって契約に応じるわけで，
価格の水準が大きな意味をもつことになる。政府は予約買付制に移行するに際して，統一買付価
格にょる割合を30％まで縮小し，超過買付価格を70％に増加させることを決定している。したが
って，全体として，新しい買付価格はそれだけ上昇したことになる。この予約買付制度は，こう
して予め高い買付価格を農民に示し，予約をすることによって，農民の生産に対する積極性をひ
きだそうとするもので，市場メカニズムの導入は，一定の成果をあげつつあるということができ
よう。
　1979年からはじまった農業に対する体制改革は，このように商品経済の拡大によって，生産の
拡大・発展をもたらした。そして次のように報告されている。
　「1978～1983年間の農業総生産額の年平均増加率は7．9％に達した。この間，穀物生産量の年平
均増加率は4．9％，綿花生産量が16．4％，食用油原料生産量が15．1％，ブタ・牛・羊肉生産量が
　㈱　石原享一，前掲論文参照。
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10．4％である。また郷鎮（町村）集団企業（前身は社隊企業）の生産額の年平均増加率は14．6％で
あった。1984年のわが国農業生産は引き続き伸びており，前年に比べた農業総生産額の増加率は
9．9％，穀物，綿花，食用油原料，砂糖原料の生産量がそれぞれ5．1％，31．1％，12．3％，18．9％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eg増加し，町村集団企業の生産額は24％伸びた。」
　こうした農業生産の発展は，その中心となっている食糧の増産目標においても，1984年に4億
0731万トンに達し，建国以来の最高水準を記録している。綿花も84年の生産高が625万8，000トン
　　　　　　　　　　　　　　　⑳と，これもまた最高水準に達した。
　このようにして中国の経済体制改革は，その第1段階においては，所与の目的を達成し，大い
に成功を揚言したのであった。そして，この成功の要因は，大むね商品経済化のもたらした活性
化，生活の向上にともなう農民の生産意欲の向上などがあげられるであろう。しかし，この第1
段階の改革は，まだ改革の初歩的段階にあって，本格的なものとは，いいがたいのであるし，農
業を中心としたきわめて限定されたものであった。それは当然，国民経済全体に及んでいくこと
になる。
（5）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eD　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吻　1984年から経済体制改革の第2段階が始まった。凌氏のいう大改革へとすすんだのである。
1979年からの時期の改革は主として農業を対象としていたが，84年からはこれを工業にまで拡大
し，国民経済体制の改革を実現しようとしたのである。「大改革」と言われる所以である。
　何故農業から改革がはじめられたかについては，すでにふれたように，従来の中国の社会主義
計画経済が農業を犠牲にして資本蓄積を強行し，ゆきづまりの状態にあったことから，まさに農
業の再建なしには，中国経済の発展はないという認識にもとつくものであった。第1段階の成功
は，まずこの期の限定された，乃至は初歩的な目的を達成したものということができる。そして
この間の成果はまた他方で，従来とは異った工業化路線や国民経済体制を前提としていたわけで
あるから，まさに国民経済体制の改革が必然に実行されねぽならないということになる。
㈱　王貴震「中国の農村経済体制改革」（総合研究開発機構編『現代中国の経済システム』1986年，146ペ
　ージ）。
㈲　しかし85年以後において，食糧生産においても，綿花の生産においても停滞現象がみられ，1985年以
　後の改革の困難さをしめしているようである。（山内一男著『現代中国の経済改革』106ページ，参照）。
（4D「1984年は，都市における経済改革が本格的に展開されはじめた年として注目される。（中略）5月に
　は国務院から企業自主権の拡大に関する10項目の「暫行規定」が公布され，10月はじめにおなじく国務
　院から「計画体制の改善についての若干の暫行規定」が出された。10月20日には中国共産党第12期3中
　全会が開かれ，都市改革におけるこうした積極的な動きを集大成するかたちで「経済改革に関する中共
　中央の決定」が採択された。」（山内一男，前掲書，135－6ページ）。
㈱　凌星光著，前掲書，20ページ。
㈱　「経済体制が何故改革されねばならないかということの理論的根拠としては，生産関係と生産力の間
　の矛盾，上部構造と経済的基礎の間の矛盾といった社会主義社会の基本矛盾によって決定されているの
　である。人民の物質的文化的需要を満足させるための社会的生産力の発展が，社会主義社会の根本的任
　務であって，この生産力が一定の発展に達したとき現存の生産関係の間に適合しないという矛盾が発生
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　現在の中国の生産力水準では，国民の生活水準を充分にひき上げるというわけにはいかない。
したが・）て，国民の収入における増大をもたらす政策結果はインフレーションへと発展しやすい
体質をもっている。しかし，農業に対する改革において明らかなように，農民の収入の増加が生
産意欲の向上となり，生産の増大を導いたのである。
　したがって，政府による国民所得の再分配過程における収入の増加ではなく，企業における生
産の増加，生産効率の上昇の結果えられる収入の増加の実現でなければならないのである。社会
主義的分配の原則である労働による分配と企業収益の増加の合理的結合によって得られる労働収
入の増加が求められなければならない。こうして計画経済の構成単位としての企業の役割が重視
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　されねぽならないのであり，中国経済体制の改革は，企業の改革なしには実現しえないのである。
　新しい企業像がもとめられ，市場メカニズムのもとで行動する企業が要請される。市場におけ
る競争にうちかつ企業としての社会主義企業とはどのような企業なのか。その競争は，社会主義
の計画経済とどのように結びつくのか。1984年からの中国経済にはこのような経済主体としての
企業をめぐる多くの問題が提起されている。
　さらに，社会主義生産関係の根幹をなす所有関係に関しても多くの問題がある。生産手段の社
会的所有，とくにその基幹をなす重工業部門を中心に，工業の分野における生産手段の社会的所
有が，ほとんど国有形態をとって実現しているもとでの国営企業相互の関係は，有機的な協力体
制として定着していたが，その体制のなかにどのようにして市場原理をとりいれ，競争的関係に
よる発展への刺戟をおこすことがでぎるのであろうか。所有と経営の分離が図られ，所有制度の
　　　　　　　　　　　　　　　　　多様化が形態として考えられている。
　この競争をひきおこすための，商品経済関係の社会主義的諸形態の追求の問題もまた体制改革
　し，社会の上部構造と経済的基礎との間の矛盾が生じる。この矛盾を解決しようとすれば，すなわち体
　制を改革しなければならない。」（干光遠編『我国経済体制改革的基本問題』1985年，13ページ）。
⑭　「生産連係請負制は，大いに労働効率を高め，収入増加をもたらし，農村では大量の余剰労働力とあ
　る程度の資金をもつに至り，多種経営の発展と農業構造改善の条件がつくりだされている。」（王貴震，
　前掲論文，前掲書，146ページ）。
㈱　「社会主義公有制の所有権と経営権は適当に分離され，経営権を企業に与え，それが独立採算を行い，
　自主的に経営し，損益に責任をもたねばならない。このように，われわれは全民所有制と集団所有制に
　対する見方を変えなけれぽならない。かつては全民所有制と集団所有制との違いの要点は，損益は全体
　の責任で企業自体にはなく，企業はただ計画どおりの単純再生産の自主権をもつだけで，拡大再生産と
　か技術革新に対する自主権をもたなかった。国営企業に対して利改税制度（国営企業の利潤上納を租税
　納付に改めた制度一筆者）を実行して以後，企業は損益に責任をもち，所得税とその他を完納したの
　ちに，それをこえる利潤を自己資金として，技術革新や改造をすすめる自主権をもつだけではなく，市
　場の需要によって拡大再生産をすすめる自主権ももっている。」（醇暮橋『按照客観経済規律管理経済』
　1986年，19ぺ一ジ）。
㈱　「われわれは，社会主義所有制の形式における多様性とその統一性は本来一致しているものだと認識
　している。社会主義所有制の形式上の多様性の根拠は，社会主義社会のなかにおいて具体的な所有の当
　事者を各種各様に充当されているということにある。つまり，各種各様の具体的当事者が生産手段を支
　配・占有すること，またそのことでそれらの所有を実現することなしには，全社会を主体とした生産手
　段の所有制というものは，抽象的で非現実的なものとなってしまう。」（干光遠著『中国社会主義初級階
　段的経済』1988年，118ページ）。
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の重要な課題として考えられてきている。競争によって企業相互間で経済効率，労働生産性，企
業収益を競い，改革していくことは，社会経済における発展の基本的過程であるという認識があ
る。このような過程は，社会主義的計画経済の発展の速度をきめる重要な課題であって，資本主
義的発展よりも速度を速めようとすれぽ，この競争の導入により，社会主義的形態の競争関係を
つくりだす必要があるように思われる。
　こうして中国経済は，新たに経済効率，労働生産性，といった尺度で，計画経済の再検討を試
みられるようになった。このような課題は，主観的なスローガンとしては，「多く，快く，立派
に，むだなく社会主義を建設しよう。」ということが1958年に決定されているが，客観的な尺度
や，その生産力水準に対応した具体的な形態については何ら検討も加えられず，人々の観念の問
題としてしか認識されていなかったし，この欠点が，文化大革命によってますます増幅されたの
であった。そういう意味では，精神上の問題からようやく経済過程における具体的問題として認
　　　　　　　　　　識されるにいたった。
　客観的，具体的，現実の問題として認識しなおしてみて，改めて中国経済のハイコストの現実，
無駄になっている設備，機械の大量な存在に驚かされるのである。この現実は社会主義以前の問
題といわざるをえないと同時に，現実には現存する中国社会主義経済の課題として提起されてい
ることもまた事実なのである。そのような意味で社会主義中国が直面している経済的課題は，き
わめて深刻であるといわざるをえない。
　社会主義，資本主義の別なく国際経済関係における相互侵透はすすんでおり，国民経済の相互
依存関係は深化してきている。この新しい国際経済関係における深化の局面は，従来では国民経
済の内部において編成されていた有機体的経済関係においても破壊的な現象が生じてくることを
ものがたっている。最近の発展途上諸国での自立的工業化路線をとっている国における経済建設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　における困難な課題の内容にそれがみられる。中国経済の自力更生路線にもまた同様な性格の課
題がみられており，その対外開放政策は，こうした国際経済関係における最近の特徴からも理解
されうるものであると同時に，それは，現在の世界経済的課題のひとつである南北問題の一部を
構成しているものということができる。
㈱　「われわれはいまや既存企業の改造を一段と重視し，投資の重点を逐次この方面に移す時期にきた。
　しかしながらわれわれは過去，転換に関してはあまり自覚がなく，新規建設に対してのみ熱にうかされ
　るような現象があり，工場が完成したあとは，いかにして生産能力を発揮するかについて努力するより
　も，また別の新規建設プロジェクトに熱を上げるような状況であった。」（周叔蓮「中国の固定資産投資
　と拡大再生産」〈総合研究開発機構編，前掲書，63ページ〉）。
㈱　「わが国の経済建設の速度は比較的速いものであったが，しかしながらこの速度は人力，財力，物力
　の大量投入によって実現したものであった。海外で流行の“全要素生産性，，を用いて，労働投入量，資
　金投入量，及び技術進歩など各要素の一定時期の経済成長に対する影響を計量してみると次のようにな
　る。……（中略）……1952年から1981年まで，わが国の年平均工業成長率は6％であるが，全要素生産性
　は，逆に毎年0．3％低下している。……（中略）……またわが国が1ドル生産することに必要なエネルギ
　ーは，インドとアメリカの2．7倍，日本の5．8倍，西ドイツの4．2倍となっている。」（『世界経済導報』
　1988年10月8日号）。
㈲　伊藤正二編rインドの工業化一岐路に立つハイコスト経済』1988年，参照。
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　以上のべてきた諸問題については，1984年以後の都市を対象にした諸制度の改革，とくに工業
における諸企業のあり方，市場原理の導入，インフレーションの間題など，様々な課題の現実に
対する考察を通じて，さらにくわしい分析とそれにともなう理論上の成果に対する評価も必要と
なってくるであろう。
　また，このように諸経済制度（ウクラード）が多様化し，市場原理が導入されることは，政治の
分野においても規制の緩和，権力の分散，政治勢力の多様化が必然的に生じてくることになる。
このような政治諸力を統合していくためには，議会制度（人民代表大会）の改革を含む，政治制度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6ゆの改革が目程にのぼらざるをえないであろう。これら諸問題については稿を改めて論じたいと思
う。（1989年8月）
6㊥「1954年憲法第2条から1982年憲法第2条まですべて次のような規定がある。“中華人民共湘国の一切
　の権力は人民に属している。人民が国家権力を行使する機関は，全国人民代表大会及び地方各級人民代
　表大会である。，’しかしながら，長期にわたって，実際上国家権力を行使してきた機関は，われわれの
　各級党組織であり，ときに甚しい場合は，党の領袖個人が人民の名において国家権力を行使してきた。
　現在われわれは，社会主義議会民主を発展させ，総体として，真の意味での人民が議会を通じて国家権
　力を行使する制度の確立を要求する。」（曹思源「人民代表大会制度改革的思考」〈『世界経済導報』1988
　年11月7日号〉）。
　　付記：曹思源氏（元政府政策顧問）は現在反革命罪で裁判にかけられている。
